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緒言
新潟市は「新潟市健康づくり推進基本計画

（スマイル新潟ヘルスプラン）」の第 2次（2014
年策定）1）より受動喫煙の防止を重点目標に掲
げ、行政機関、職場、家庭、飲食店ごとに数値
目標を定めて取り組んでいるが、いまだいずれ
も目標値に至っていない。特に新潟市の2018年
度調査2）によれば受動喫煙が「ほぼ毎日」あ
りとの回答は職場が最も多く、市民の 6人に 1
人は職場で「 1週間に 1回以上」の受動喫煙機
会を有しているという状況であった。
職域における喫煙対策は、労働者の健康確保
及び快適な職場環境形成促進の観点から、1996
年に「職場における喫煙対策のためのガイドラ
イン」が策定され、2002年の「新たな分煙効果
判定基準」、2003年の健康増進法施行、同年の
ガイドライン改訂などにより推進されてきた3）。
さらに2020年 4 月施行の改正健康増進法では原
則屋内禁煙と定められ4）、職域の受動喫煙防止
はより一層の推進が期待できる。
一方で、新潟市の受動喫煙の現状から適切な
対策未実施の職域や具体策に悩む職域も少なく
ないと推察され、改正法施行に伴い行政への対
策支援ニーズの増加も予測される。また職域の
原則全面禁煙化により急速に普及した加熱式た
ばこも受動喫煙なしという誤認識による喫煙場
所の屋内回帰現象など受動喫煙対策における取
り扱いに問題が生じている。
以上より、本研究は改正健康増進法施行直前
における新潟市職域の喫煙対策の現状及び支援
ニーズ（2019年度：職域調査）を加熱式たばこ
にも着目して明らかにするとともに、改正法施

行後の労働者のたばこ及び喫煙対策への意識、
喫煙者の行動変容等（2020年度：労働者調査）
を把握し、新潟市内の職域における今後の喫煙
対策推進に向けた基礎資料を得ることを目的と
した。

方法
まず本研究では、2019年度に一次調査として
職域を対象とした喫煙対策の現状と支援ニーズ
調査（職域調査）を、2020年度に二次調査とし
て労働者を対象とした意識調査（労働者調査）
を実施した。

1 ．職域調査（2019年度）
対象は新潟産業保健総合支援センターが有す
る新潟市内事業所名簿から事業所規模別に層化
無作為抽出した計1,500事業所である。2019年
11月に、事業所の概況（業種、従業員数等）、
健康増進法及び法改正の認知状況、現在実施中
の受動喫煙対策、加熱式たばこの取扱い、改正
法施行後の喫煙対策（予定含む）、行政や医療
機関への支援ニーズを調査項目とする無記名ア
ンケート調査を郵送法により実施した。なお同
時に二次調査（労働者調査）への協力の可否も
調査したが、アンケートは切り離した返信用ハ
ガキ（事業所名等も記載）にて回答することに
よりアンケートの無記名性は確保した。

2 ．労働者調査（2020年度）
対象は一次調査である職域調査に回答した事
業所のうち二次調査である労働者調査への協力
が得られた34事業所の従業員1,764人である。

改正健康増進法施行と新潟市内職域における
喫煙対策及び労働者のたばこ関連意識

　　関　　奈緒1）、関島香代子1）、高橋　善樹2）、伊藤　由香2）、
　　古山　雅美2）、羽田野優美3）、興梠　建郎4）　 　　　　　　

1）新潟大学医学部保健学科　　　
2）新潟市保健所　　　　　　　　
3）新潟市中央区役所　　　　　　
4）新潟産業保健総合支援センター
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2020年10月に、属性、たばこ及び職場の喫煙対
策の意識、喫煙状況、改正法施行後の喫煙行動
や意識の変化、喫煙者における禁煙への関心、
禁煙支援ニーズ等を調査項目とする無記名アン
ケート調査を実施した。回収方法は事業所内に
設置した回収箱に提出する留め置き法と依頼書
に付記したQRコードからGoogle Formにアク
セスするWeb回答法のいずれかを回答者が選
択できる形式とした。

倫理的配慮
本研究は新潟大学倫理審査委員会の承認を得
て行った（職域調査：承認番号2019-0252、労
働者調査：同2020-0210）。

結果
1．職域調査（2019年度）
484事業所から回答が得られた（回収率

32％）。
（1）事業所の喫煙状況と改正健康増進法の認

知度
事業所の喫煙率は全体の60.9％は「30％

未満」との回答であったが、業種別にみる
と建設、運輸では喫煙率「50％以上」の事
業所が 2割強認められた。加熱式たばこは
66.7％の事業所で使用者がいるという結果
であった（表 1）。
2020年 4 月に改正される健康増進法によ

り受動喫煙対策が強化されることについて
は、「知っている」（よく知っている＋ある
程度知っている）との回答は全体で
49.8％、原則屋内禁煙化に関しては53.1％
が「知っている」と回答していた。ただし
業種別では建設、製造、情報通信はいずれ
も「知っている」が50％未満であった（表
1）。

（2）事業所の喫煙対策及び加熱式たばこの取
り扱い
調査時点で実施中の喫煙対策は、全体で

は敷地内禁煙が12.8％、屋内禁煙が37.0％
であったが、対策なしも9.9％認められた。
業種別には情報通信、教育・医療・福祉で
は屋内禁煙以上が60％を超えていたのに対
し、建設、製造、運輸、サービスでは40％

前後であった。2020年 4 月の改正健康増進
法施行後の喫煙対策については、屋内禁煙
以上（敷地内禁煙＋屋内禁煙）が61.0％、
喫煙専用室設置が17.1％であった。一方で
屋内禁煙の実施未定の事業所が全体で
17.1%認められ、建設、製造、運輸、サー
ビスの業種では20％を超えていた（表 1）。
加熱式たばこの喫煙対策の取り扱いは
88.0％が紙巻きたばこと同様であったが、
5.5％（n=24）は別扱いとしており、具体
的には「紙巻きたばこほど厳密ではない」
（14）、「規制していない」（ 5）という状況
であった（図 1）。別扱いとした主な理由
は、「害が少ないと言われているから」
（ 6）、「副流煙が出ないと言われているか
ら」（ 5）であった。

（3）支援ニーズ
事業所の喫煙対策を進めるにあたり行政
や医療機関等に望むことに関してはポス
ター等の提供、助成金、加熱式たばこの情
報提供の順にニーズが高かった（図 2）。

2 ．労働者調査（2020年度）
アンケートの回収数は留め置き法1,133件、
Web回答77件の計1,210件（回収率68.8％）で
あったが、白紙回答が 7件あったため、有効回
答数は1,203件であった。回答者の属性は表 2
の通りであり、喫煙者の割合は20.8％であった。
（1）たばこ及び職場の喫煙対策への意識（表

3）
たばこに対して「喫煙者の健康に悪い」
が全体では83.3％、「周りの人の健康に悪
い」が81.6％であった。喫煙習慣別では非
喫煙者がそれぞれ87.7％、88.3％であった
のに対し、喫煙者では71.2％及び61.2％で
あった。一方、「ストレス解消に役立つ」
は全体の35.0%、非喫煙者の21.6％に対し、
喫煙者は68.0%と高かった。加熱式たばこ
に関しては、「普通のたばこより吸ってい
る人の健康被害が少ないと思う」は全体で
は25.0％、「普通のたばこより受動喫煙に
よる影響が少ないと思う」は29.6％であっ
た。なお喫煙習慣別では両者とも喫煙者で
最も高く、それぞれ29.6%、36.4%であった。
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全体#1 建設 製造 運輸 情報通信 卸売・
小売 サービス#2 教育・

医療・福祉 その他

n=484 n=123 n=97 n=23 n=23 n=69 n=33 n=59 n=52
喫煙率
・10％未満 113 7 22 2 9 22 8 24 16
　　（％） （23.3） （5.7） （22.7） （8.7） （39.1） （31.9） （24.2） （40.7） （30.8）
・10～29％ 182 35 42 7 10 25 15 22 25
　　（％） （37.6） （28.5） （43.3） （30.4） （43.5） （36.2） （45.5） （37.3） （48.1）
・30～49％ 111 48 24 7 3 20 3 1 5
　　（％） （22.9） （39.0） （24.7） （30.4） （13.0） （29.0） （9.1） （1.7） （9.6）
・50％以上 45 30 4 5 0 1 2 0 3
　　（％） （9.3） （24.4） （4.1） （21.7） （0.0） （1.4） （6.1） （0.0） （5.8）
・不明または無回答 33 3 5 2 1 1 5 12 3
　　（％） （6.8） （2.4） （5.2） （8.7） （4.3） （1.4） （15.2） （20.3） （5.8）
加熱式たばこ使用者
・いる 323 90 62 16 18 48 23 27 37
　　（％） （66.7） （73.2） （63.9） （69.6） （78.3） （69.6） （69.7） （45.8） （71.2）
健康増進法改正による受動喫煙対策強化に関する内容の認知状況
・よく知っている 37 4 7 2 0 6 3 11 4
　　（％） （7.6） （3.3） （7.2） （8.7） （0.0） （8.7） （9.1） （18.6） （7.7）
・ある程度知っている 204 48 35 10 9 36 13 28 24
　　（％） （42.1） （39.0） （36.1） （43.5） （39.1） （52.2） （39.4） （47.5） （46.2）
・あまり知らない 183 55 39 9 7 21 14 15 20
　　（％） （37.8） （44.7） （40.2） （39.1） （30.4） （30.4） （42.4） （25.4） （38.5）
・全く知らない 22 7 5 2 2 2 0 2 2
　　（％） （4.5） （5.7） （5.2） （8.7） （8.7） （2.9） （0.0） （3.4） （3.8）
・法改正自体を知らない 38 9 11 0 5 4 3 3 2
　　（％） （7.9） （7.3） （11.3） （0.0） （21.7） （5.8） （9.1） （5.1） （3.8）
改正健康増進法における原則屋内禁煙化
・知っている 257 56 44 12 11 44 21 38 30
　　（％） （53.1） （45.5） （45.4） （52.2） （47.8） （63.8） （63.6） （64.4） （57.7）
現在の喫煙対策
・敷地内禁煙 62 6 8 2 0 8 4 29 5
　　（％） （12.8） （4.9） （8.2） （8.7） （0.0） （11.6） （12.1） （49.2） （9.6）
・屋内禁煙 179 45 34 7 15 28 9 16 23
　　（％） （37.0） （36.6） （35.1） （30.4） （65.2） （40.6） （27.3） （27.1） （44.2）
・空間分煙 176 43 42 8 7 29 16 9 19
　　（％） （36.4） （35.0） （43.3） （34.8） （30.4） （42.0） （48.5） （15.3） （36.5）
・その他 18 6 4 1 0 1 2 3 1
　　（％） （3.7） （4.9） （4.1） （4.3） （0.0） （1.4） （6.1） （5.1） （1.9）
・対策なし 48 23 9 5 1 3 2 1 4
　　（％） （9.9） （18.7） （9.3） （21.7） （4.3） （4.3） （6.1） （1.7） （7.7）
・無回答 1 0 0 0 0 0 0 1 0
　　（％） （0.2） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （1.7） （0.0）
2020年 4 月以降　の喫煙対策（予定含む）
・敷地内禁煙 54 7 6 2 0 6 4 25 6
　　（％） （11.2） （5.7） （6.2） （8.7） （0.0） （8.7） （12.1） （42.4） （11.5）
・屋内禁煙 241 58 46 11 16 38 13 24 31
　　（％） （49.8） （47.2） （47.4） （47.8） （69.6） （55.1） （39.4） （40.7） （59.6）
・喫煙専用室等の設置 83 21 21 4 3 15 7 3 9
　　（％） （17.1） （17.1） （21.6） （17.4） （13.0） （21.7） （21.2） （5.1） （17.3）
・屋内禁煙の実施未定 83 33 20 6 3 6 7 3 4
　　（％） （17.1） （26.8） （20.6） （26.1） （13.0） （8.7） （21.2） （5.1） （7.7）
・矛盾回答または無回答 15 4 4 0 0 3 1 2 1
　　（％） （3.1） （3.3） （4.1） （0.0） （0.0） （4.3） （3.0） （3.4） （1.9）

上段の数値は人数、（　　）内は％
#1 業種無回答（5）を含む。　#2 金融・保険・不動産・物品賃貸・宿泊・飲食・娯楽・生活関連のサービス業
#3 改正健康増進法施行後

#3

表 1　事業所の現状 ─職域調査における全体及び業種別集計─
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図 1　喫煙対策実施中の事業所（n=435）における加熱式たばこの取り扱い

図 2　行政、医療機関等への対策支援ニーズ：複数回答
数値は人数、（　）内は％
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職場の喫煙対策に対しては全体の68.6％
が「普通」と捉えており、満足度も81.8％
が「満足（満足＋おおむね満足）」との回答
であった。なお全体の24.4%が職場内でた
ばこの煙やにおいを感じることがある（い
つも＋時々）としており、煙やにおいを感
じる場所は「喫煙室周囲」が最も多かった。

（2）改正健康増進法施行後の喫煙者における
喫煙関連意識・行動の変化（表 4）
2020年 4 月の改正健康増進法施行後、喫

煙者は18.0%が「職場で吸いにくくなっ
た」、24.0%が「喫煙場所が遠くなった」と
感じており、「たばこの本数が減った」も
22.4％あったが、一方「 1回に吸う本数が
増えた」が13.2％認められた。また11.6%
が「禁煙を意識するようになった」と回答
していた（表 4）。

（3）職場における禁煙支援ニーズ
喫煙者の42.4％が禁煙に何らかの関心を

持っているという状況であった。喫煙者が
職場に望む具体的な禁煙支援としては、
「禁煙ボーナスなどの禁煙成功者報酬」
（16.0％）、「禁煙外来の受診料の補助（助
成）」（10.4%）が多かった。

考察
1．職域調査
改正健康増進法施行まで半年未満という時期
の調査にも関わらず、改正法の認知度は 5割程
度と低く、適切な対策の実施が危惧される現状
であった。改正法で求められている屋内禁煙
（敷地内禁煙含む）は半数の事業所で未実施で
あり、建設、製造、運輸、サービスの業種では
2 割強が2020年 4 月以降の実施も未定であっ
た。特に建設、運輸は事業所の喫煙率も高く、
積極的な働きかけが望まれる。さらに屋内喫煙
所を有しているにも関わらず屋内禁煙実施中と
回答していたり、法律で定められた喫煙専用室
をすでに設置済みと回答していても、実際の喫
煙場所は「屋外排気装置なし」や「喫煙コー
ナー（区画、屋外排気ともなし）」であるなど、
屋内禁煙や喫煙専用室に対する誤認識も複数認
められ、基準等が十分理解されていない現状が
うかがわれた。行政・医療機関等へ求める対策

支援として情報提供に関するニーズが高かった
が、禁煙サポート実施支援や空気環境測定のよ
うに現場支援のニーズも一定数あり、産業医や
保健所、産業保健総合支援センター等の専門的
かつ実践的な関りも重要と考えられる。
加熱式たばこについては情報提供に対する

ニーズが比較的高く、受動喫煙対策において少
ないながら紙巻きたばこと別扱いとしている事業
所も認められたことから、科学的知見に基づく
情報をわかりやすく提供することが必要である。

2 ．労働者調査
たばこに対する意識は喫煙習慣による差異が
大きく、喫煙者はたばこの「健康影響」に関す
る意識、特に受動喫煙に対する意識が低い一
方、「ストレス解消に役立つ」に対しては約 7
割という高い肯定率であった。加熱式たばこに
関しては喫煙者の 3分の 1以上が「普通のたば
こより受動喫煙による影響が少ない」と考えて
おり、使用者が急増している加熱式たばこによ

　 n=1203

人数 （％）
性別
・男性 646 （53.7）
・女性 530 （44.1）
・無回答 27 （2.2）
年齢
・29歳以下 194 （16.1）
・30～39歳 221 （18.4）
・40～49歳 321 （26.7）
・50～59歳 277 （23.0）
・60歳以上 170 （14.1）
・無回答 20 （1.7）
喫煙状況
・吸わない 763 （63.4）
・2020年4月以前に禁煙 162 （13.5）
・2020年4月以降に禁煙 14 （1.2）
・喫煙 250 （20.8）
・無回答 14 （1.2）
業種
・建設・製造 293 （24.4）
・運輸 46 （3.8）
・情報通信 87 （7.2）
・卸売・小売 41 （3.4）
・サービス 43 （3.6）
・教育・医療・福祉 487 （40.5）
・その他 189 （15.7）
・無回答 17 （1.4）

表 2　労働者調査における回答者の属性
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　 全体#1 非喫煙
禁煙

喫煙2020年4月
以前に禁煙

2020年4月
以降に禁煙

　 n=1203 n=763 n=162 n=14 n=250
人数 （％） 人数 （％） 人数 （％） 人数 （％） 人数 （％）

たばこに対する意識（複数回答）
・喫煙者の健康に悪い 1002 （83.3） 669 （87.7） 137 （84.6） 9 （64.3） 178 （71.2）
・周りの人の健康に悪い 982 （81.6） 674 （88.3） 135 （83.3） 10 （71.4） 153 （61.2）
・依存性がある 811 （67.4） 504 （66.1） 126 （77.8） 11 （78.6） 162 （64.8）
・嗜好品である 462 （38.4） 256 （33.6） 78 （48.1） 7 （50.0） 119 （47.6）
・ストレス解消に役立つ 421 （35.0） 165 （21.6） 79 （48.8） 4 （28.6） 170 （68.0）
・その他#2 28 （2.3） 20 （2.6） 6 （3.7） 0 （0.0） 2 （0.8）
加熱式たばこに対する認識（複数回答）
・ 普通のたばこと健康への影響
は変わらないと思う 585 （48.6） 393 （51.5） 67 （41.4） 7 （50.0） 118 （47.2）

・ 普通のたばこより吸っている
人の健康被害が少ないと思う 301 （25.0） 178 （23.3） 46 （28.4） 3 （21.4） 74 （29.6）

・ 普通のたばこより受動喫煙に
よる影響が少ないと思う 356 （29.6） 202 （26.5） 60 （37.0） 3 （21.4） 91 （36.4）

・ 加熱式たばこに変えたことは
禁煙したことと同じだと思う 24 （2.0） 15 （2.0） 3 （1.9） 0 （0.0） 6 （2.4）

・その他#3 107 （8.9） 76 （10.0） 19 （11.7） 2 （14.3） 9 （3.6）
職場の現在の喫煙対策に対する思い
・非常に厳しい 95 （7.9） 69 （9.0） 7 （4.3） 3 （21.4） 15 （6.0）
・厳しい 172 （14.3） 106 （13.9） 29 （17.9） 1 （7.1） 35 （14.0）
・普通 825 （68.6） 506 （66.3） 108 （66.7） 10 （71.4） 190 （76.0）
・甘い 108 （9.0） 80 （10.5） 18 （11.1） 0 （0.0） 10 （4.0）
・無回答 3 （0.2） 2 （0.3） 0 （0.0） 0 （0.0） 0 （0.0）
職場の現在の喫煙対策に対する満足度
・満足 448 （37.2） 316 （41.4） 55 （34.0） 3 （21.4） 71 （28.4）
・おおむね満足 537 （44.6） 317 （41.5） 75 （46.3） 11 （78.6） 127 （50.8）
・やや不満 143 （11.9） 82 （10.7） 18 （11.1） 0 （0.0） 40 （16.0）
・不満 66 （5.5） 44 （5.8） 12 （7.4） 0 （0.0） 10 （4.0）
・無回答 9 （0.7） 4 （0.5） 2 （1.2） 0 （0.0） 2 （0.8）
職場内でたばこの煙やにおいを感じることがあるか
・いつも感じる 36 （3.0） 28 （3.7） 6 （3.7） 0 （0.0） 2 （0.8）
・時々感じる 258 （21.4） 183 （24.0） 35 （21.6） 4 （28.6） 32 （12.8）
・あまり感じない 415 （34.5） 244 （32.0） 54 （33.3） 6 （42.9） 107 （42.8）
・全く感じない 489 （40.6） 306 （40.1） 67 （41.4） 4 （28.6） 108 （43.2）
・無回答 5 （0.4） 2 （0.3） 0 （0.0） 0 （0.0） 1 （0.4）
どのような場所でたばこの煙やにおいを感じるか（前問で「いつも感じる」、「時々感じる」と回答した者が対象。複数回答）
・事務室内 63 （21.4） 56 （26.5） 4 （9.8） 2 （50.0） 0 （0.0）
・喫煙室周囲 154 （52.4） 101 （47.9） 24 （58.5） 2 （50.0） 25 （73.5）
・トイレ 15 （5.1） 14 （6.6） 1 （2.4） 0 （0.0） 0 （0.0）
・休憩室 31 （10.5） 26 （12.3） 3 （7.3） 0 （0.0） 2 （5.9）
・食堂 9 （3.1） 9 （4.3） 0 （0.0） 0 （0.0） 0 （0.0）
・その他#4 88 （29.9） 61 （28.9） 20 （48.8） 1 （25.0） 5 （14.7）

#1　喫煙状況無回答者（4）を含む。
#2　くさい・臭い（6）、危険・迷惑（1）、不始末（1）、無駄（1）、コミュニテーツール（1）など。
#3　わからない・知識がない（64）、関心なし（6）、通常のたばこよりくさい・吸殻の臭いが強い（5）、臭いが少ない（5）など。
#4　喫煙者とすれ違ったとき・喫煙者の衣服等（34）、出入口付近・外（駐車場、隣の施設等）から入ってくる（17）など。

表 3　たばこ及びたばこ対策に対する意識
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言など、より実践的な支援の実施も望まれる。
改正健康増進法による原則屋内禁煙化に伴い
職場においても、喫煙場所が遠くなるなど喫煙
しにくい環境になってきており、喫煙者に喫煙
行動の変化を生じさせるとともに、禁煙を意識
する機会の増加が示唆された。また喫煙者の 4
割以上が禁煙に関心を持っており、職場におけ
る禁煙支援体制の充実が急務と考えられた。事
業所の禁煙化と禁煙支援を両輪とした取り組み
は喫煙率低下に効果的であり5）、健康経営の観
点からも受動喫煙対策とともに重要だが、職場
単独では対応が難しいことも多く、医療機関や
保健所等との連携推進が今後の課題である。
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表 4　 喫煙者の現状及び改正健康増進法施行に
よる変化

n=250
人数（％）または平均（標準偏差）

吸っているたばこの種類
・紙巻きたばこ 138（55.2）
・加熱式たばこ 62（24.8）
・紙巻きと加熱式の併用 40（16.0）
・無回答 10 （4.0）
平均喫煙本数：本／日
・ 1日の喫煙本数 14.9 （7.9）
・職場での喫煙本数 7.0 （6.6）
改正健康増進法施行前後における変化（複数回答）
・職場で吸いにくくなった 45（18.0）
・喫煙所が遠くなった 60（24.0）
・たばこの本数が減った 56（22.4）
・ 1回に吸う本数が増えた 33（13.2）
・加熱式たばこに変えた 18 （7.2）
・ 加熱式たばこと併用するようになった 18 （7.2）
・ 周囲が禁煙を求めるようになった（と感じ
ることが増えた）

25（10.0）

・禁煙を意識するようになった 29（11.6）
・その他#1 2 （0.8）
・特に変化なし 61（24.4）
・無回答 24 （9.6）
禁煙に対する関心
・全く関心がない 67（26.8）
・ 禁煙するつもりはないが本数を減らしたい 74（29.6）
・ 関心はあるが今後 6 か月以内に禁煙する考
えはない

71（28.4）

・ 今後 6 か月以内に禁煙しようと考えている
が、この 1か月以内に禁煙する考えはない

21 （8.4）

・ この 1か月以内に禁煙しようと考えている 14 （5.6）
・無回答 3 （1.2）
職場に望む禁煙支援
・禁煙外来受診料の補助（助成） 26（10.4）
・職場で受けられる禁煙相談 3 （1.2）
・近隣の禁煙外来の紹介 10 （4.0）
・禁煙ボーナスなどの禁煙成功者報奨 40（16.0）
・その他#2 1 （0.4）
・特になし 175（70.0）
・無回答 3 （1.2）

#1　 ストレスがたまる（1）、喫煙者・非喫煙者のすみ分けが
きちんとされて吸う時気楽になった（1）

#2　 煙をしっかり吸ってくれる灰皿ほしい（1）、高額納税者
としては何かないのか（1）　

る受動喫煙の増加が危惧される。職場の喫煙対
策に対しては概ね肯定的であったが、喫煙室周
囲でたばこの煙やにおいを感じることがあると
の回答も相当数認められ、改正法で定められた
喫煙専用室の技術的基準を満たしていない可能
性が示唆される。基準の認知不足も考えられる
ことから引き続き情報提供に努めるとともに、
効果的な受動喫煙対策に向けて、保健所等によ
る現地確認や事業所の現状に応じた対策への助




